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石木ダムの工期がまた延長され、

2025 年度完成予定となった。

9回目の延長で、当初計画からは 46

年遅れとなった。

半世紀も工期が延長されたダムが本

当に必要なのであろうか。

長崎県による石木ダムの工期延長に

伴って、佐世保市が石木ダムの再評価

を行うことになっ た。

1月 23 日の佐世保市上下水道経営検

討委員会は、市が示した再評価案の水

需要予測を了承し た。
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一日最大給水量の実績は 2000 年代

に入ってから確実な減少傾向になり、

2019 年度は 73,690 ㎥/日まで縮小し

ている。ところが、前回の予測では

2014 年度から急速な増加傾向に転じ

て、2024 年度には 105,461 ㎥/日にな

るとしていた。今回の新予測でも 2019

年度に急に 100,650 ㎥/日まで増加

し、最終目標年の 2038 年度には

106,549 ㎥/日になるとしている。

このように水需要が急増するという

架空の水需要予測が踏襲されている。

新水需要予測の内容があまりにも現

実とかけ離れていて、科学性が欠如し

ているので、「ダム検証のあり方を問

う科学者の会」が 2月 4日、その問題

を指摘する意見書を提出した。新水需

要予測を根本から見直して科学的な根

拠がある予測を改めて行うことを求め

た。

佐世保市が架空の水需要予測を続け

る理由は、石木ダムの必要性をつくり

出すことにあり、ダム推進のための架

空予測である。しかし、この架空予測

はダムが完成すれば、用無しとなる。

札幌市は当別ダムが完成するまでは

架空予測を行っていたが、ダム完成後

はがらりと変わって、今後の水需要は

漸減していくという実績重視の予測に

修正した。
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佐世保市水道の一人一日最大給水量

は 2000 年代に入ってから確実な減少

傾向となり、1994 年度から 2018 年度

までの 24年間に 2割近くも減ってき

た。

佐世保市の一人一日最大給水量の減

少は、①節水型機器の普及等による節

水の進行、②夏期のピーク給水量の低

下、③漏水防止対策による漏水量の減

少という三つの要因が働いてきたこと

によるものである。

水洗トイレや洗濯機などの水使用機

器は節水型が重要なセールスポイント

となって、より節水型の機器が開発さ

れてきた。

水洗トイレの最新型は 1回の使用水

量が 4～5リットルになっている。

このような節水型機器の普及によっ

て、節水が進行し、今後も進行してい

く。
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空調機の普及によって季節による生

活差が小さくなってきたこと、晴れ間

に一斉に洗濯するような習慣がほとん

どなくなってきたことなどにより、夏

期のピーク給水量の出方が小さくなっ

てきた。

漏水防止対策で漏水量が減少してき

た。

しかし、佐世保市は福岡市と比べる

と、漏水防止対策が極めて不十分であ

り、漏水量を今後、大幅に減らせる余

地がある。

福岡市を見習って、漏水防止対策に

真剣に取り組むべきである。

国立社会保障・人口問題研究所の

推計によれば、佐世保市の人口は今後

は次第に減少し、2045 年には現在の 8 

割以下になり、その後も減っていく。

現在までの佐世保市の一日最大給水

量の大幅減少は主に一人当たり水量の

減少によるものであるが、今後は人口

も減っていくから、市の予測のように

水需要が急増していくことはありえ

ない。
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佐世保市の一日最大取水量は、一

人当たり水量が現状のままとしても、

人口の減少とともに減少し、2045 年

度には現状より２割減となり、64,000 

㎥/日程度になる。実際には今後、節

水型機器の普及で、一人当たり取水量

がさらに小さくなっていくことが予想

されるので、もっと小さい水量になる

可能性が高い。

佐世保市の新水需要予測は、現

実性が疑わしい水需要増加要因を

いくつも積み上げて、大幅増加の

将来値がつくられている。

水洗トイレ、洗濯機等の節水型機

器が今後も普及していくことが予想

されるので、過去十数年間、横這い

傾向が続いてきた一人当たり生活用

水が大幅な増加傾向に転じることは

ありえない。

節水型都市を宣言し、節水型機器

の使用を推奨する福岡市は一人当た

り生活用水が確実な減少傾向にあ

る。佐世保市も福岡市を見習って、

節水型機器の普及に取り組むべきで

ある。
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一日最大給水量の予測値は一日平

均給水量の計算値を負荷率で割って

算出するので、この負荷率をどう設

定するかによって、一日最大給水量

の予測値が大きく変わる。近年は乾燥

機や空調機の普及などにより、使用水

量の季節差が小さくなり、これを反映

して負荷率が大きく上昇してきてい

る。一方、市は 20年前の低い負荷率

を使って、一日最大給水量を意図的に

大きくする操作を行い、約 8,000 ㎥/

日大きくしている。

ハウステンボス、大口造船企業の一

日最大給水量を別途見て加算するとい

う、給水量の予測方法としてありえな

いやり方で、市の一日最大給水量を約

7,000 ㎥/日も増やしている。

ハウステンボスや大口造船企業の使

用水量が一時的に大きくなることがあ

っても、それは他の水道使用量の変動

の中に吸収されるものあるから、この

ような予測計算をしてはならない。

市は前回（2013 年）の予測では工場

用水が 6倍に跳ね上がるという異常な

予測を行って、批判にさらされた。

そこで、市は今回の新予測では、目

立たないやり方に変えた。ハウステン

ボス、大口造船企業の水量を別途大き

く加算して一日最大給水量を約 7,000

㎥/日増やす方法にしたのである。
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将来、統合する予定の小佐々地

区、鹿町地区の水道は固有の水源を

保有しているので、石木ダムの水源

は不要である。

浄水場ロス率は実績が 3～5％であ

るのに、佐世保市の予測はロス率が

10％あるとして、一日最大取水量を

5,000 ㎥/日以上大きくしている。

佐世保市も 2007 年度予測では浄

場ロス率を 5％としていたが、2012

年度予測から予測値を大きくするた

め、10％を使うようになった。

佐世保市の説明

佐世保市は過去の渇水が再来す

れば、市民の生活への影響が計り

知れないものになると述べている。

市は、渇水の恐怖を煽って、石木ダ

ムが必要だと宣伝している。
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佐世保市は過去の渇水が再来した

ら、大変な事態になると、渇水の恐怖

を煽っているが、実際には佐世保市は

水需要の大幅な減少により、石木ダム

がなくても、渇水に強い都市になって

おり、市民生活への影響はなくなって

いる。

これからも水需要の更なる減少で佐

世保市はますます渇水に強い都市へな

っていく。

佐世保市の近年の渇水は 1994 年度

渇水と、2007 年度の冬期渇水である。

その時と現在の一日最大給水量を比較

すると、現在は給水量が大幅に小さく

なっている。

2007 年度渇水が再来した場合は？

2007 年度で給水制限を行われた

期間の毎日の給水量と、現在（2016

年度）の毎日の給水量を比較する

と、後者が前者を下回っている。

したがって、2007 年度の渇水が

再来しても、現状では水需要の減少

により、給水制限なしで対応するこ

とが可能になっている。
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佐世保市は保有水源を恣意的に過小

評価している。

佐世保市は許可水利権の 77,000 ㎥/

日のみを安定水源としているが、実際

には慣行水利権と湧水も安定水源であ

る。

長崎市は慣行水利権の矢上水源を水

道の水需給計画に組み入れ、保有水源

としてカウントしている。

佐世保市が相浦川慣行水利権を保有

水源としてカウントしないのは、石井

ダムの必要性をつくり出すための恣意

的な判断によるものである。

許可水利権と慣行水利権はいずれも

河川法で許可されたものであるから、

法的には同等である。

ただし、許可水利権は、10年に 1回

程度の渇水年でも取水が可能であると

いう水収支計算書が出されているに対

して、慣行水利権は水収支計算書が出

されていないという相違点があるの

で、取水実績を確認する必要がある。
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2007 年度渇水（10年に 1回程度の

渇水年）における減圧給水期間中の平

均取水率を見ると、相浦川慣行水利権

が 65％、許可水利権が 70％であり、

慣行水利権も取水の安定度は許可水利

権とほぼ同じであったから、保有水源

としてカウントされなければならない

ものである。

佐世保市水道の水需給の現状を正し

く評価すれば、一日最大取水量約

80,000 ㎥/日に対して、実際の安定水

源は約 100,000 ㎥/日あるから、約

20,000 ㎥/日の水源余裕量がある。

今後は水需要が縮小していくので、

水余りが次第に進行していく。石木ダ

ムの必要性は、水需要の架空予測と保

有水源の過小評価によってつくり出さ

れたものなのである。  

佐世保市民は石木ダムのために、

いくら負担することになっているの

か。

佐世保市が負担するのは、石木ダ

ム建設事業費の利水負担分と関連水

道施設整備事業の費用である。
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佐世保市の資料によれば、石木ダム

の建設および関連水道施設整備事業で

佐世保市が負担する金額は国庫補助金

を除くと、312 億円である。

この 312億円を佐世保市の現世帯

数で割ると、1世帯あたりの負担額

は約 30万円になる。

事業を継続すると、石木ダムお

よび関連水道施設の完成後の負担

が加わってくる。長崎県の資料によ

れば、完成後の負担額（維持管理と

施設更新）は 294 億円である。
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必要性が欠如した石木ダム事業

によって佐世保市の現世代だけで

はなく、後世の世代にも巨額の費

用負担を強いる愚行を続けてはな

らない。

完成までの負担額 312 億円と完成後

の負担額 294 億円を合わせると、606 

億円になる。

これを佐世保市の現世帯数で割る

と、1世帯あたり負担額は約 57万円に

なる。

更なる増額要因もある。一つは、

今後の人件費や工事単価等の上昇で

あり、もう一つは、ダムサイトの地

質対策の追加が必要となることであ

る。佐世保市民が負担する金額は上

記の試算値よりさらに大きなものに

なる可能性が高い。


